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はじめに
戦後の教員養成制度は、戦前の師範教育の反省の上に立ったものであり、「教育二関スル勅語」
に基づいた国家統制の影響を大きく受けたいわゆる 「閉鎖制」の教員養成制度か ら脱却 し、「日



























ながら教育実習が単に免許課程における1つ の必修科 目として捉 えられ、大学生が2週 間から
4週間という短い期間、教職の一端を体験するという現行の教育実習のみでは、教職への適性
を判断するのは困難である。実際に教育実習を終えた学生は 「教師のや りがいを肌で感 じるこ
とができた」という半面、「名前を覚えるのに時間がかかった。」「自分のことで手一杯で、生徒
と触れ合うことができなかった。」「生徒 と挨拶するタイミングがわか らなかった」といったこ
とを反省 しており、2週 間か ら4週間という実習期間では十分な実習効果をあげられない場合




出 していくための一つの可能性 として、教職志望の大学生による学校現場への 「インターンシ
ップ」について取 り上げることとする。新たな教育実習の可能性として柴沼(1986)は青少年
教育施設における研修を提案 している。この研修 も 「インターンシップ」同様、施設における
研修や教育経験を持つ事が、後の教育実習時に意義 をもたす と述べている。そこで 「インター
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ンシップ」がもたらす有効性 と 「インターンシップ」 を媒介 とした大学、学校現場の連携につ
いて事例をあげて検証 していきたい。











約70%が何 らかの形でイ ンターンシップを体験 している。アメリカにおけるインターンシップ
は学生の就業体験方策 として行われてお り、大学主導型の 「コーオプ=CO-OP(cooperative
education)教育」 と現場(企 業)主 導型の 「インター ンシップ(intemship)」の2つ に大別さ
れる。
コーオプ教育4)は学生の職業意識の向上および専攻科目と現場の理論の実践 を目的とし、学







ンター ンシップの目的は各現場(企 業)が 人材発掘や共同研究などのように、現場の必要に応
じた 目的を設定して行っており、学生は大学でのカリキュラムの仕上げとして、 自分の専攻分







動 を取 り入れたものであ り、一般に 「社会の要請に対応 した社会貢献活動に学生が実際に参加







の社会経済を取 り巻 く環境は転換期にあり、今後このような社会情勢は急速に変化 してい くと
見 られる。 また企業内での能力主義の徹底など雇用を取 り巻 く環境 も急速に変わ りつつある。





はないが、インター ンシップの推進を図っている経済産業省 ・文部科学省 ・厚生労働省は1997
年7月 より三省が連携 してインターンシップに総合的に取 り組むための三省連絡会を設置 した。
三省によるインター ンシップに関する共通の基本的認識および今後の推進方策を明 らかとする
ために、同年9月 『インター ンシップの推進にあたっての基本的な考え方7)』をまとめて公表
した。 この中で、インターンシップの共通認識 として 「学生が在学中に自らの専攻、将来のキ
ャリアに関連した就業体験を行 うこと」 とし、インターンシップについて幅広い意味で捉えた
のである。
さらに三省によるインターンシップ推進にあた り、実施の主な形態 として次の3点 に類別し
ている。①大学の授業科 目に組み入れて教育実習などの授業科 目の一つ として単位取得の対象
と位置付ける場合 ②大学 とは無関係に企業や団体が実施 しているインターンシップに学生が
独 自に参加する場合 ③大学の授業科目ではないものの課外活動など大学等 における活動の一
環 として行 う場合である。3点 は複合 して行われる場合もあ り、実施形態は多様であるが、本
研究では①の大学の授業科目として位置付けるインターンシップを中心に取 り上げ後述する。
このように両者のインターンシップについて見てみると、わが国のインターンシップの認識




また、インター ンシップは現場経験という観点か らアルバイ トやボランティアと混同して捉
えられがちであるが、3者 は全 く異なる性質を持つものである。アルバイ トは経済的な価値観
を重視 し、学生を安価な労働力という経済価値 として捉えられている。一方、ボランティア活
動の場合、その活動はあくまでも国際交流などの社会奉仕活動的要素が強 く、参加者のスキル








ンシップを 「教員免許取得希望の学生が在学中に、小 ・中 ・高等学校等において継続的に現場
経験を行うことにより、大学における自らの専攻分野の学習を深めるとともに、将来のキャリ
アに関連した実務体験 を行うこと(以下 「インターンシップ」とする)」と操作的に定義 してお




③ あ くまでの 「学習」がその主たる目的であり、学生の現場経験によって専攻分野の学習
を深めるものであること。
次章以降では実際に教育実習の新たな形 として 「インター ンシップ」を利用している事例を
あげ、「インターンシップ」 を媒介 とした大学 と学校現場の連携 とその意義について、以下考察
していきたい。
2.「 イ ン ター ンシ ップ」の 実際 的 な取 り組 み
事例1S中 学校とK大学による 「インターンシップ」の取 り組み8)
S中学校は公立中学校であるが、近隣中学校の統合 を契機に町では 「日本一いきいきした中
学校」というキーワー ドのもと平成13年4月、開校に至った。設備面については学内に生涯教
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教科センター方式 とは、教科ごとに設置された職員室を中心 として教科の教室をまとめ、そ
の中央にラウンジと呼ばれる 「教科センター」を設置 している1°)。この方式では、従来の先生
が学級を移動 して授業をして きた方法 とは全 く異なり、生徒は 「ホームベース」 と呼ばれる場
所 を中心として、教科ごとに生徒 自身が教室を移動するシステムである。この方式 を取 り入れ
ることにより生徒は自分で時間割を管理し、教科教室に移動するという、従来の受動的な学習




1つの集団として時間割が組 まれ、必要に応 じて3～4の 学習集団を習熟度別または課題別に
さらに少人数クラスに再編成 して授業を行っている。これにより従来の学級 という集団が学校
生活の基本となり構成されていたのに対 し、学級 ・ホームベース ・学習集団といったように1
日の学校生活の中で も様々な集団で行動することにより、個人を基本とした学校生活を組み立
てることが可能 となっている12)。











(図2-1)学 級 ・ホームベ ース ・学習集 団の関係










あるが、実習前後にわたる1年(24週程度)な い し、1年 半にわたっての継続的な 「インター
ンシップ」が行われている。













ている。そうした意味では、大学 と学校現場が連携 して 「インターンシップ」を行う大学生の
体験をサポー トすることは、さらに意義のある 「インターンシップ」が可能にするための重要
な要素であると考えられる。
事例2教 員養成大学(国 立)の 取り組み
H大学では2002年度より教員免許取得過程の第3年 次の学生に特別教育実習 として、H大学の
持つ附属の小 ・中学校において1年 間、原則 として大学の空 き時間を利用して60時間以上の特
別活動 を中心 とする学校教育全般について実習生 自らが主体的に実習計画を立てての参加実習
を行 うことを必修単位 とした。これもまた 「インターンシップ」の一環として導入 されたもの













り、小中学校の現場を知 り、児童 ・生徒への接 し方や教員の生活を知 る手がか りになることを
望んでいる。
この取 り組みに見 られるような、学校生活の1つ の活動に焦点を絞って行われる 「インター
ンシップ」は、短期間で実習授業から清掃、課外活動に至るまですべてを行わなければならな
い教育実習 とは大 きく異なる。事前に1つ の活動に焦点をあてることによって、教員の授業以
外の仕事をは じめ、学校や児童 ・生徒 を知るための余裕ができることが、この 「インター ンシ
ップ」の最大の利点であろう。
3.教 育 実習 の一環 と して の 「イ ンタ ーン シ ップ」 の有効 性 と問題 点
教育現場では事例でも紹介 したような 「インターンシップ」まだ導入段階であり、現時点で
はどちらかといえば学生ボランティアの存在の方が多数であろう。 しかしあ くまでも 「学習」
にウエイ トをおいた新たな教育実習の形の一つとしての 「インターンシップ」が持つ意義は大
きいと思われる。その手がか りとして、前章の 「インターンシップ」事例か ら、その有効性及
び問題点について考察してみたい。
1)大学生にとっての有効性




け中学生は思春期を迎えてお り、不安定な状態で日々成長 していくことか ら2～4週 間の実習
のみでは、生徒の中に入 り込めないまま実習 を終了 してしまう場合 もある。 したがって、継続
的な 「インターンシップ」は生徒との信頼関係の構築するという点において も有効であると考

























な授業の展開を可能にするという点 も大 きい。そ してやはり労働力としても学校にとって利点
となっているであろう。







容 ・方法の改善、充実につながる。さらに 「インターンシップ」での反省 を大学教育の中にフ
ィー ドバ ックさせて、さらに研究を深めることが可能となる。また地域 と密着 しにくい大学が









大学生が 「インターンシップ」を行 うことは、児童 ・生徒にとっては教員であり、教師に
とっては学生であるという不安定な立場であるためどこまで指導してもいいのか戸惑 うと
いった点や、実際現場では大学の講義 との違いに困惑するといった問題にぶつかることが











教育実習の場合 と異なり、現場任せ にしてただ体験 させるだけというわけでな く教職準備
教育(あ るいは事前指導)と して位置付 けた場合、大学生、学校現場のニーズに合わせて
フォロー してい く体制が必要 となる。大学への登校 日数が減少する分の専門教育の相対的






入れが容易であ り、好条件であった。しか し佛教大学のように6000人を超 える実習生を抱




具体的には大学と現場の情報交換や学生同士の話 し合いの場 を設ける、支援の悩みに対 して相
















































インターンシップを媒介とした学校現場 と大学の連携(芦 原 典子)
ている。 したがって、大学は理論的基礎 を伝達するにとどまり、教育実習は実習校 に一任する
という体制ができてしまうと思われる。
ところが 「インター ンシップ」 を媒介にすることで 【助言型】の関係か ら 「連携協力型の関
係 【協力型】」(図4-2)の 構築が可能となる。すなわち、大学生は 「インターンシップ」を
行 うことにより、大学の講義で大学生に伝達された理論 と現場の違いを検証 し、学校現場と大
学 に疑問を投げかけることにより、大学 と学校現場の対話が行われ、両者の連携によって新た
に伝達される実践的理論は大学生の経験知 となるという関係が成立する。大学生は学校現場 と
大学との連携、学校現場は大学 と大学生 との連携をとりながら、児童 ・生徒 と関わってい くの










「理論 ・実践サイクル」が確立されれば、実際に経験 を積んだ大学生が教育実習に行 くことにな
るため、児童 ・生徒が犠牲になるという可能性は小 さい。もちろん、教育実習は実習生の失敗













て児童 ・生徒 を教育す ると













また、 日本教育大学協会は 『教育実習改善に関す る調査報告書』において、教育実習を教員
免許取得のための実習として独立してとらえるのではなく、大学教育全体の中の教員養成四年














習の拡充を実現 した反面、師範系統の学校で行われた教育実習は縮小 される結果 となった。






論 ・実践サイクルが円滑に行われるためには、学校現場 と大学、そ して大学生が相互に係わ り
合い、児童 ・生徒 を中心においた 【協同型】の連携を構築することが望ましいと思われる。佛
教大学で も、 【協同型】連携の一例として、養護免許取得予定の学生 を対象に参観実習を行 う、
指定校の小学校19)での夏のプール指導などを学校現場 との連携の もと進められている。これら




わが 国でかつて行われ ていた 「一斉実習法」 に立ち返 り、現代 のニーズに応 じた、新 たな形









祉施設等において障害児 ・障害者 ・高齢者などに対する介護や介助を通 して、そのような人々との
交流を体験するというものであり、あくまでも 「体験」 としての位置付けである。
(3)教育実習指導室における窓口対応時の学生の感想より





































(16)田中圭治郎編著 「改訂 教育実習研究(小)」 佛教大学通信教育部2001P1
(17)藤枝 静正著 「教育実習学の基礎理論研究」 風間書房2001P482
















田中圭治郎編著 「改訂 教育実習研究(小)」 佛教大学通信教育部2001
長尾十三二著 「教師教育の課題」 玉川大学出版部1994
藤枝 静正著 「教育実習学の基礎理論研究」 風間書房2001
-117一
インターンシップを媒介とした学校現場と大学の連携(芦 原 典子)
有吉英樹 ・長澤賢保編著 「教育実習の新たな展開」 ミネルヴァ書房2001
現代教職研究会編 「教員採用新時代」 協同出版 昭和61年
山崎英則 ・西村正登編著 「求められる教師像 と教員養成」 ミネルヴァ書房2001
教師教育研究会編 「教師教育第5号 教育実習の革新」 東洋館出版社1986
景山 昇著 「日本の教育の歩み 増補版」 有斐閣1988
吉田辰夫 ・大森正編著 「介護等体験 ・教育実習の研究」 文化書房博文社2000
土屋基規著 「日本の教師一養成 ・免許 ・研修」 新 日本出版1989
村山貞雄著 「教育実習学」 峯文閣1952
日本教育大学協会第三部会編著 「教育実習の研究」 学芸図書1972
教育実習研究会編 「要説 教育実習」 酒井書店1983
(あしはら の りご 教 育学研 究科生涯教育専攻博士後期課程)
(指導教授:田 中 圭治郎教授)
2002年10月16日受理
一118
